
（固 定 資 産） 8¶101¶419¶963 未 払 金 更生対策室職
員労災保険

230¶000

有形固定資産 2¶159¶787
１年以内返済
の長期借入金

44¶000¶000¶000建 物 室内工事・電
気工事費

442¶490

（固 定 負 債） 10¶840¶000¶000動 産 ＦＡＸ機、金
庫、応接セッ
ト

1¶717¶297
長期借入金 資金援助に伴

う資金借入
10¶840¶000¶000

無形固定資産 490¶875 （特別法上の
引当金等）

8¶089¶436¶901

ソフトウエ
ア

490¶875
保険契約者保
護資金

8¶089¶436¶901

投資その他の
資産

8¶098¶769¶301
保険契約者
保護資産見
返

保険契約者保
護資産と同額

8¶089¶436¶901

保険契約者
保護資産

大口定期預金 8¶089¶436¶901

敷金・保証
金

賃貸人へ差入
れ

9¶332¶400

資 産 合 計 8¶109¶896¶748 負 債 合 計 62¶930¶127¶740

正 味 財 産 －54¶820¶230¶992

一般勘定 貸借対照表
（平成21年３月31日現在）

（単位：円）

資 産 の 部 負 債 ・ 剰 余 金 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

(流 動 資 産) 8¶476¶785 (流 動 負 債) 44¶000¶690¶839

現 金 ・ 預 金 8¶476¶785 預 り 金 460¶839

(固 定 資 産) 8¶101¶419¶963 未 払 金 230¶000

有 形 固 定 資 産 2¶159¶787 １年以内返済の長期借入金 44¶000¶000¶000

建 物 442¶490 (固 定 負 債) 10¶840¶000¶000

動 産 1¶717¶297 長 期 借 入 金 10¶840¶000¶000

無 形 固 定 資 産 490¶875 (特別法上の引当金等) 8¶089¶436¶901

ソ フ ト ウ エ ア 490¶875 保 険 契 約 者 保 護 資 金 8¶089¶436¶901

投 資 そ の 他 の 資 産 8¶098¶769¶301 保険契約者保護資産見返 8¶089¶436¶901

保険契約者保護資産 8¶089¶436¶901 (負 債 合 計) 62¶930¶127¶740

敷 金 ・ 保 証 金 9¶332¶400 (剰 余 金)

欠 損 金 54¶820¶230¶992

(う ち 当 期 利 益 金) 46¶000¶981¶479

(剰 余 金 合 計) －54¶820¶230¶992

資 産 合 計 8¶109¶896¶748 負債・剰余金合計 8¶109¶896¶748

一般勘定 損益計算書
（平成20年４月１日～平成21年３月31日）

（単位：円）

費 用 の 部 収 益 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

（経 常 費 用） 4¶359¶830¶115 （経 常 収 益） 50¶360¶873¶028

資 金 援 助 等 業 務 135¶099¶660 運 営 負 担 金 収 入 42¶448¶980

特定保険会社資金援助 0 加 入 一 時 金 収 入 5¶600¶000

資金援助等業務事務費 135¶099¶660 資 産 運 用 収 益 56¶416¶353

保険契約者保護資金繰入 3¶124¶075¶578 保険契約者保護資金取崩 47¶188¶118¶870

そ の 他 の 経 常 費 用 1¶053¶019¶210 金 銭 贈 与 返 還 金 3¶067¶659¶225

支 払 利 息 1¶018¶369¶210 そ の 他 の 経 常 収 益 629¶600

そ の 他 の 経 常 費 用 34¶650¶000 事 業 外 収 益 629¶600

一 般 管 理 費 47¶635¶667

一 般 管 理 費 47¶093¶049

減 価 償 却 費 542¶618

（特 別 損 失） 61¶434

固 定 資 産 除 却 損 61¶434

（当 期 剰 余） 46¶000¶981¶479

当 期 利 益 金 46¶000¶981¶479

合 計 50¶360¶873¶028 合 計 50¶360¶873¶028

２．減価償却資産の取得価額、償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
（単位：円）

科 目 取 得 価 額 償却累計額 当期末残高

建物（建物附属設備） 1¶492¶000 1¶049¶510 442¶490

動産（器具備品） 3¶739¶605 2¶022¶308 1¶717¶297

ソフトウエア 577¶500 86¶625 490¶875

合 計 5¶809¶105 3¶158¶443 2¶650¶662
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号
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官
報

計算書類に対する注記

１．重要な会計方針
\ 資産の償却について
減価償却資産（建物、動産、ソフトウエア）について、定額法による償却を実施している。

] 資金の範囲について
資金の範囲は、現金・預金、預り金及び未払金を含めている。

^ 消費税等について
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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